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図表３ 医療機器の国内市場と国民医療費 
 

出所：厚生労働省『薬事工業生産動態統計年報』及び「国民医療費の概況について」webページより筆者作成。 

 

医療機器産業の市場は、他の成長産業と呼ばれる航空機産業などと比べると、比較的大きい。

しかしながら、図表４に示すように輸出よりも輸入が多い輸入超過の状態が一貫して続いてい

る。例えば、血栓の治療に使われるステントでは、全体の約 95％が輸入品である。国内製品で

は伝統的に画像診断システムが強かったものの、図表５で示したように既に日本において画像

診断システムの一つである MRI の普及率は、100 万人当たりで見ると、先進国中で最高水準

となっており、図表１で見たように処置用機器に生産金額で抜かれたことを加味すると、既に

市場が飽和状態になっているものと推察される。 

 

図表４ 医療機器産業における輸入と輸出の対比 

 
出所：厚生労働省『薬事工業生産動態統計』より筆者作成。 
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図表５ OECD 諸国における100 万人当たりのMRIの普及台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

出所：OECD Health Data 2009 より筆者作成 

 

このように国内の医療機器産業の市場構造は、伝統的に強みを持っていた画像診断システム

市場の成熟化に伴い、生産金額が縮小傾向にある。加えて、当該分野は先行企業が市場を既に

獲得しており、中小企業の参入余地は少ない。他方で医療機器のうち、治療機器の多くは輸入

に依存している。従って、海外企業が獲得している国内市場をどのように切り崩していくのか

が、国内の医療機器産業の競争力を増すためには重要な課題となっている。現下の日本の医療

機器産業が有する国際競争力を図表６に示したが、その競争力は侵襲性の低い機器に強みを持

ち、高度な管理機器である侵襲性の高い機器は、依然として弱さが残っている。 
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図表６ 医療機器産業の国際競争力と国内企業シェア（2010 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：厚生労働省『薬事工業生産動態統計』及び財務省『貿易統計』より筆者作成。 

 

2.2 医療機器産業の集積構造 

ここまで医療機器産業の市場構造を検討してきたが、このことを踏まえつつ、同産業の集積
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医学部が多く立地する大都市圏への集積傾向が強い。図表７と図表８に示したように、国内で
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図表７ 医療機器産業の生産金額に見る地域集積（2009 年） 

 

出所：厚生労働省『薬事工業生産動態統計年報』より筆者作成。 

 

図表８ 医療機器産業の特化係数に見る地域集積（事業所数：2009 年） 

 
出所：厚生労働省『薬事工業生産動態統計年報』より筆者作成。 
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12 月に厚生労働省から医療機器承認を獲得し、2011 年 3 月からは医療保険の適用も可能にな

った。同社の製品は、耐久性に優れ、30 年以上の使用が可能となっている点が特徴である。 

D 社の事例はコア技術を使いながら、純国産のオンリーワン製品を作り上げ、製品化した点

にビジネスモデルとして優位性があると考えられる。 

 

3.6 医療機器産業における異業種展開の要因分析 

ここまで 4 つの事例を検討した。これらの事例に共通するのは、以下の 3 点である。 

①自社あるいは親会社にコア技術があり、それを基礎として医療機器産業へ展開している。 

②独自製品や OEM 生産をするなど、各社オリジナルのビジネスモデルが存在する。 

③医療機器といっても、手掛けることが可能な領域を見極めている。 

 

図表10 異業種展開のパターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成。 
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非量産を選択し、付加価値の向上に努めている。事例のすべてに見られるのは、日本製への拘

りを持ったビジネスモデルの構築である。つまり事例の企業群は、単に新事業としての医療機
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